
「防災まちづくり」報告書要旨 

１ 「見える化」分析の要旨  
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○不燃領域率    
  
・ 62％（Ｈ27年度 
 末参考値）  
（地震時の危険度が 
 高い地域（20 
 区）の平均値） 

※70％を超えると市街地
の延焼の危険性がほぼな
くなる 

○不燃領域率 
  
・ 70％（Ｈ32年度）   

○耐震化率 
  
・83.6％（Ｈ29年6月末）  

※耐震化率90％以上、Is値

0.3以下の建物を解消する

ことで、迂回により目的

地まで到達可能 

○耐震化率 
  
・ 90％（Ｈ31年度）   

○耐震化率   

・ 83.8％（Ｈ26年度）  

○耐震性不十分な住宅 

・ 約107万戸 

○耐震化率 

  

・ 95％（Ｈ32年度）   

新たな施策 

○地域特性に対応 
・防災生活道路の拡幅整備 
・既存コミュニティに配慮した魅力的 
 な移転先の確保（例：都有地活用） 
 ⇒不燃化の加速 

○区のサポート体制整備 
・人事交流を通じたノウハウの蓄積 
・監理団体の活用を通じた事業の加速 
 ⇒区のマンパワー不足を解消 

○積極的な情報公開 

・エリア別の進捗状況（不燃領域率）発信 
 ⇒都民への周知 

危険度が高い地
域を指定し、事
業を展開 

 

○整備地域 

 
（6,900ha） 

 

○重点整備地域  

 
（3,200ha） 

 

○老朽建物の除却助成 

○不燃化建替え（戸建 

 建替え・共同建替 

 え）の助成 

○公園・広場等の整備 

 補助 

○生活道路の整備補助 

○都市計画道路の整備 

○都市計画道路 沿道 

 建物の不燃化建替え 
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○耐震診断・補強設計・改修助成 

○耐震化アドバイザ―の派遣 

特に沿道建築物
の耐震化が必要
な道路を指定し、
事業を展開 

 

○特定緊急輸送 

 道路 

 （1,000㎞） 

 

○耐震診断助成 

○補強設計助成 

○改修助成 

○助成制度の拡充 
・区市町村に働きかけるとともに、都
の助成制度の拡充を検討 

・耐震等に係る助成割合の拡大を国に 
 要求   
 ⇒費用負担の軽減 

○所有者等の意識醸成 
・管理組合への個別訪問による意識啓発 
・アドバイザー派遣による改修計画作成 
 支援 
 ⇒危機意識の向上と合意形成の加速 

■不燃領域率の向上、建築物の耐震化に向けこれまで様々な施策を展開し改善を図ってきた 

■一方で、目標達成(不燃領域率:70%(H32)  耐震化率（緊急沿道:90%(H31)   耐震化率  

 (住宅):95%(H32))に向けては、防災まちづくりの取組の一層の加速が必要 

２ 今後の改革の進め方  
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